




 





我が国の少子化の要因の一つとして，仕事と子育ての両立の難しさが挙げられている。

特に都市部では，保育の需要に対して子供を預かる保育施設が不足しており，待機児童の

発生が大きな問題となっている。

 公正取引委員会では，事業者の公正かつ自由な競争を促進し，もって消費者の利益を確

保することを目的とする競争政策の観点から，保育分野の現状について調査・検討を行い，

競争政策上の考え方を整理することとした。 


